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民間企業手法からの参考私案 

 
1  民間公益活動の革新的な取り組みと階層モデル 
 
「社会的インパクト評価の実践による人材育成・組織運営力強化調査（平成 29 年 4 月）」に

より、社会的活動を行う団体の社会的インパクト評価（評価を担う人材の育成と事例の蓄積）

の調査が行われた 
⇓ 

民間公益活動を通じて、休眠預金をどのような分野で国民一般に還元するか。 
・社会の変化 → 顕在化した wants から needs を取り込む 
・行政の限界 → 対応困難な課題・先進的取り組み 
・民間のノウハウ活用 → 機動的かつ柔軟、呼び水効果 
 

⇓ 
休眠預金等の活用における基本理念（2）（法 16-17 条関係） 
「複数年度にわたる----革新的な手法の開発を促進するための成果に係る目標----」を 
「資金分配団体」 － 「指定活用団体」の仕組みの中で透明化する 
 
これ迄のロジック・モデル － インパクト評価の Generally Accepted（一般に公正妥当と

認められた）方法論と、矛盾することなく評価概念を対応させる必要がある 
 
※ Climate Bond（Green Bond）の仕組みも参考にした 
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2 （参考として）事業会社の評価 
 
（1） 評価体系 

① Asset Approach（Cost Approach） 
簿価純資産 － B/S は次の期への引き継ぎ 
時価純資産 － 解散価値 

② Market Approach 
比準価額タイプ － 課税の公平性（数値基準） 
株価指標タイプ － 上場取引（需給の影響） 

③ Income Approach 
DCF 法 － Free Cash Flow 等、EBITDA 倍率 
収益還元法 －Cost 概念を除外（不動産／企業評価で特殊－PSR 等） 

  定性情報が発達 
 
（2） Governance の目的が投資家・株主（分配の受け取り） 

巨額の投下資本を要する 19 世紀の工業発展以来の会計体系 
+ 資金調達手法（ローン ～ 社債） 
+ リスクに晒された Equity にどういう報い方をするか？ 
← インフレ・技術開発の発展を表現しきれない会計は追加的情報開示 
← 一物多価は当然の前提：評価の Needs と第三者の介在 

 
（3） Risk と Return の組み合わせの発達 

個人の資力 + 事業信用力（支払サイト延長） 
+ ローン（△ 債務保証） 
+ パートナー・他人資本導入（stage／種類株式） 
+ 小口・証券化（売買可能）・上場 
+ 事業譲渡・受 
+ 資産分離・流動化 
－ 無リスク（国債等）、資本コスト 
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3 （事業会社と比較した）民間公益活動の評価 
 
（1） 異なる論点 

① 法人（団体）ごとの評価と異なり、事業活動の評価 
⇔ 但し、効率性の目的のため、分母として見ることがある 

② 金銭的評価と合致しない評価がある 
－ ユーザーによるリッカート尺度等 

③ 会計は利用できるが、基準の原則と異なることがある 
・評価の期間（プロジェクト）≠ 会計期間 
・会計を用いた開示とは異なる制約条件の手法がある（公益法人の財務三基準等） 
・所有・資本というガバナンスと異なり連結概念は無い 

④ ①を前提として、Asset Approach は無い？ 
⑤ ガバナンス関係の無い（利害関係者でない）評価 

（市場の失敗マーケット、クロス・レファレンス、Big Data 等） 
 

（2） 利用できる論点 
① 一物多価で良い 
② パートナーシップ（JV・組合）の概念 
③ リスクとリターンの分類概念はあるが、更に 
④ 定性情報による情報補完（企業会計も重視化） 
⑤ 持分の移転・分離・併合等取引行為を前提とした評価はあり得る 
⑥ 連結は無いが、パートナーシップ・組合等連携活動を分離して評価しなくても良い

だろう。 
一方関連当事者取引の概念は適用できる 
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4 階層構造について（指定活用団体視点） 
… VC マッチング・ファンドを参考にして 
 

（1） 「休眠預金の移管・管理・活用の仕組みのイメージ 休眠預金活用推進議員連盟 HP よ

り」 
・資金分配団体は法人種別になっているが、∑アウトカム目的∑地域 … 
  等で実際は錯そうする ⇔ 企業はセグメント事業目標は統一化 
 
重複する領域は出るだろうし、評価体系も同一でない 
→ Income 段階では調停委員会が必要か（資金源泉の違い） 
→ Outcome 評価責任は資金分配団体にある（粉飾の早期防止） 
→ Capital Call 方式により、活用団体は資金の効率を重視する 
 

（2） 民間企業（VC）の経済的利益 ≒ 政策目的フィールド 
… 特に雇用増・維持（所得納税） 

・休眠預金活用は民間公益活動だが、現場の団体での「官民連携」分の 
評価はどう考えるか？ 

・分配団体での IR・報告は活発に行われると考えるが（事業会社の市場評価）活用団

体の評価は∑Outcome か？ 
→ 「広く国民一般に還元」する input と分配団体の監督が重要（単年度成果ではブ

レが大きい） 
※ 法 17 系の「公益に資する活動」①～③と「内閣法令で定める活動」がポイント： 
   内閣府とは独立した民間団体自律的な「アドヴォカシー活動」「公益政策の推進活

動」の考え方は？ 
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休眠預金活用審議会（第 6 回資料）                2017 年 11 月 8 日  
 
指定活用団体・資金分配団体のガバナンス・コンプライアンス 

 
中央大学法科大学院教授  

野 村 修 也 
 
Ⅰ 総論 
（１）ガバナンスの基本 
  マネジメント・ボードからモニタリング・ボードへ＝「執行と監督の分離」 
   （参考）①指名委員会等設置会社：「取締役」と「執行役」を制度的に分離 
       ②指名委員会設置会社と監査等委員会設置会社では、取締役会の法定決議 

事項を 20 項目に限定可能 
       ③指名委員会等及び監査等委員会の過半数は社外取締役であることを要求 
       ④社外取締役は「業務執行」をしないことが条件 
（２）内部統制・コンプライアンスの基本 

 
   
        

野村修也委員 
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Ⅱ 論点 
（１）モニタリングと「伴走型支援」の違い（前者を（モ）後者を（伴）とする） 
  ①現場の団体からの申請への対応 
    （モ）書面審査＋ヒアリング→審査 
    （伴）書面審査＋ヒアリング＋指南・アドバイス→審査 
  ②進捗に問題がある場合 
    （モ）書面審査＋ヒアリング→処分 
    （伴）書面審査＋ヒアリング＋課題共有＋指南・アドバイス→処分 
        ＊問題点＝現場の事業に深くコミットすると処分しにくくなる 
（２）「伴走型支援」の制度的位置づけ 
  ①資金分配団体自体に「伴走型支援」機能を付与するスキーム（一体型） 
    →「執行と監督の分離」の観点から問題はないか 
  ②「伴走型支援」機能の担い手を独立して設けるスキーム（独立型） 
    →組織の複雑化を招かないか 
（３）内部統制・コンプライアンスのあり方 
  ①無駄な書類づくり（アリバイ作り）に陥らないためには何が必要か 
   →リスク管理を仕事に溶け込ませる（例：職員が現金に触れる機会を無くする等） 
  ②外部の目をどのように働かせるか（外部理事・内部告発制度の有効活用など） 
 
Ⅲ 提案 
（１）「伴走型支援」の制度的位置づけ（独立型）                        
   指定活用団体  
                             資金分配団体の設置地域に 1 組織 
   資金分配団体     委員推薦・解任勧告    （休眠預金を活用） 

            監督               選任・監督・解任 
審査・監督部署 監視  伴走型支援組織（外部委員のみ） 

審査・選定・監督・処分   相談・課題共有・指南・アドバイス  
                   現場の団体 
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（２）指定活用団体の内部組織 
 
選任                評議委員会 
解任   選任解任 報告    開催   重要事項の決定（理事の選任・解任など） 
    監事（過半数は外部監事）  理事会（内部理事＋過半数の外部理事） 
    報告 
  会計監査人                    コンプライアンス委員会 
 （監査法人）                    （外部理事＋外部委員） 
                           業務監視委員会 
                           （外部理事＋外部委員） 
                 監督        人事・報酬委員会 
              選定・解職  報告    （外部理事＋外部委員）       

       代表理事 
 
 
   

              内部告発・公益通報 
 
      （職員組織） 
        総務部（企画・立案・理事会及び委員会運営など） 
        人事部（職員の人事管理） 
        経理部（経理・会計） 
        審査業務部 
        監督業務部 
        調査・研究部 
        内部監査部（資金分配団体にも立入り） 
 
【各委員会の役割】    
 コンプライアンス委員会（月 1 回程度開催。外部理事・外部専門家（若干名）・監事が集

まってコンプライアンスに関するモニタリング。外部理事が理事会で審議内容を報告） 
 業務監視委員会（月 1 回程度開催。外部理事と外部専門家（若干名）が集まって業務の

執行状況についてモニタリング。定期的に業績評価報告書を取りまとめる） 
 人事・報酬委員会（半年に１回程度開催。外部理事と外部専門家（若干名）が集まって

理事の人事と報酬についてチェックする） 
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休眠預金を活用した新プラットフォームの構築について（意見）                                                                                                                                        

                                      平成29 年11月８日   
休眠預金等活用審議会委員 

  飯田市長  牧野 光朗 

 

第 6回休眠預金等活用審議会にあたり、下記の通り意見を述べさせていただきます。 

 

1．「革新的な活動事業」に求められる休眠預金「活用の出口」 

休眠預金の活用対象は「行政が対応することが困難な社会の諸課題の解決を図ることを目的とし

て民間の団体が行う公益に資する活動」（以下「活動事業」）とされており、民間公益活動の自立し

た担い手の育成に資するよう活用されるべきである。また休眠預金は、多様な意見を適切に反映し

て様々な活動事業に幅広く活用されることが期待されている一方で、預金者の預金等が原資である

ため、そのボリュームは限られており、透明性を確保しつつ、「革新的な活動事業」に効率的・効果

的に活用されることが求められると思料される。 

「革新的な活動事業」は先導的であり、「呼び水効果」を有するものと捉えており、休眠預金の活

用は先導的で「呼び水効果」を発揮する期間に限定すべき、と考える。但し、実際の活用において

は、こうした「革新的な活動事業」の中身とその先導期間を事前に厳密に評価することは難しいと

捉えている。従って、前述の通り幅広い活用への期待もあることから、「活用の入口」においてはあ

る程度の許容範囲が認められるとしても、成果目標とその達成に効果的な手法が明確に示される必

要があり、活用期間中に適切に行われる事業評価においては「活用の出口」をしっかり見出さなけ

ればならない。 

 

2．「活用の出口」を見出す事業評価 

「活用の入口」においては、事業の内容によって「貸付」にするか「助成」にするか、「貸付」の

場合有利子にするか無利子にするか、決める必要がある。返済原資が生じる事業かどうか判断が難

しい場合は当面「貸付」にしておいて事業評価により一部返済免除もあり得ると捉えている。 

資金分配団体は、少なくとも年に 1度は「活動事業」の評価を行うべきである。その際に最も考

慮すべきは「革新的な活動事業が継続されているか否か」である。当該団体が当該「革新的な活動

事業」を続けられなくなった場合、結果的に活動事業の革新性が乏しかった場合、あるいは革新性

を明確に見出せなかった場合、逆に「呼び水効果」が遺憾なく発揮され先導的役割を終えたと認め

牧野光朗委員 

提出資料 
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られる場合等々、「活用の出口」を見出す事業評価を行う必要がある。3年程度経過しても尚「革新

的な活動事業が継続されている」と資金分配団体が評価する案件は、かなりのレアケースと捉えて

おり、当該事業は指定活用団体が再評価すべきものと考える。 

 

3．SIB の対象になり得る「革新的な活動事業」 

こうした事業評価を行う中で、広く社会に浸透させるべき「革新的な活動事業」が出てくる可能

性がある。当該事業は資金分配団体（事業の対象範囲が資金分配団体の受け持つエリアを越える場

合は指定活用団体）、金融機関、専門の支援・評価法人が協働することで SIBの対象になり得るので

はないか。限られた原資の休眠預金の活用のみでは当該事業の資金需要を賄えない場合、SIB を活

用するメリットがある一方、少なくとも金融機関の SIB 引き受け分は期日に一括返済する必要があ

るので、こうした事業は当該返済原資が確保できるものに限定されると思料される（例えば、事業

成果が結果的に目標を下回り、行政の支払う成功報酬も減少するケースを想定した対応等を考慮す

る必要がある）。 

 

尚、別紙 1、別紙 2 は上記の考え方をまとめ、具体的な議論を深める試みとして、当市において

NPO 法人向け貸付を行っている一般社団法人ムトス飯田市民ファンドが、仮に休眠預金活用の資金

分配団体になった場合、どのようなスキームが描けるか示したものである。 

以  上                                                                                                                                   

14



民
間

公
益
活
動
を
行
う
団
体
・
法
人
等

を
支

援
す
る

休
眠
預
金
を
活
用
し
た
新
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の

構
築

◎
休
眠
預
金

活
用

に
当

た
っ
て
の
基
本

理
念

◎
『
活
用
の
出

口
』
を
見

出
す
事

業
評
価

ム
ト
ス
飯

田
市

民
フ
ァ
ン
ド
の

仕
組

み
（
従

来
の

貸
付

事
業

）

市
民
・
企
業

Ｎ
Ｐ
Ｏ

等
飯
田
市

ム
ト
ス
飯
田

推
進
委
員
会

寄
付

交
付
金

基
金

拠
出

ム
ト
ス
飯

田
市

民
フ
ァ
ン
ド
（
一

般
社

団
法
人
）

独
自

の
貸

付
事

業

【
審
査
・
評
価
機
関
】
貸
付
審
査
委
員
会

（
助

成
金
の
審
査
・
評
価
も
兼
ね
る
）

【
事
務
局
】

飯
田
市
役
所

常
勤
兼
務
職
員
２
名

民
間

公
益

活
動

を
行

う
団

体

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
（
主
た
る
事
務
所
は
飯
田
市
）

貸
付

返
済

ア
ド
バ

イ
ス

フ
ォ
ロ
ー

※
ム
ト
ス
飯
田
助
成
事
業

で
は
、
特

に
事

業
や

活
動

の
立

上
げ
支

援
を

重
視
し
て
い
る
た
め
、
３
年

又
は
３
回

ま
で
を
助

成
限

度
と
し
て
い
る
。

行
政

が
対

応
す
る
こ
と
が
困
難
な
社
会
の
諸
課
題

の
解
決

を
図

る
こ

と
を
目

的
と
し
て
民
間
の
団
体
が
行
う
公
益
に
資

す
る
活

動
に
活

用

【
預

金
者

の
預

金
等
が
原
資
】

●
多

様
な
意

見
の
適
切
な
反
映

（
入
口
に
お
け
る
あ
る
程

度
の

許
容

範
囲
）

●
活

用
の
透

明
性
の
確
保

（
出

口
に
お
け
る
適
切

な
事

業
評
価

）

【
民

間
団

体
の

創
意
工
夫
の
発
揮
】

●
革

新
的

手
法

の
開
発
の
促
進
（
先
導
性
・呼

び
水

効
果

）

●
成

果
目

標
に
着
目
し
た
効
果
的
な
手
法
の
選

択

●
民

間
公

益
活

動
の
自
立
し
た
担
い
手
の
育
成
に
資

す
る
よ
う
活

用

休
眠

預
金

は
限
ら
れ
た
財
源
な
の
で
、
事
業
評

価
に
よ
り
「活

用
の
出

口
」

を
見

出
す
必

要
が
あ
る
。

・
ポ
イ
ン
ト
は
「
革
新
的
な
活
動
事
業
が
継
続
さ
れ
て
い
る
か

否
か

」

（
例

）
当

該
団

体
が
「
革
新
的
な
活
動
事
業
」
を
続
け
ら
れ
な
く
な
っ
た
場

合
→

助
成

の
場
合
は
そ
の
時
点
で
打
ち
切
り
、
貸

付
の
場

合
は
事

業
の
内

容
に
よ
っ
て
全
額
返
済
を
求
め
る
か
（
一
部
）
返
済

免
除
を
す
る
か
を
判
断

『 活 用 の 出 口 』 を 見 出 す 事 業 評 価休 眠 預 金 活 用 に 当 た っ て の 基 本 理 念

別
紙

1

（
例

）
当

該
団

体
の
「
革
新
的
な
活
動
事
業
」
の
「
呼

び
水
効

果
」
が
遺

憾
な

く
発

揮
さ
れ
先

導
的
役
割
を
終
え
た
と
認
め
ら
れ
る
場

合
→

助
成

の
場
合
は
そ
の
ま
ま
終
了
、
貸
付
の
場

合
は
原
則

全
部
返

済
を

免
除

を
し
て
終
了
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通
常

の
「
革

新
的

な
活

動
事

業
」
へ

の
活

用

伴 走 型 支 援 ・ 事 業 評 価

【
助

成
の

場
合

】

・
実

績
報

告
に
基
づ
き
、
年

数
・
回

数
の

範
囲

内
で
利

益
が

出
た
場
合

は
助

成
打

ち
切

り

・
大

き
く
利

益
が

出
た
場

合
は
返

還
も
あ
り
得

る

資
金

分
配
団

体

ム
ト
ス
飯
田
市
民
フ
ァ
ン
ド

事
業
を
実
施
す
る

N
P

O
等

審
査

・
評
価

機
関

貸
付

審
査

委
員

会
（
助
成

金
の
審

査
・
評
価

も
兼
ね
る
）

事
務

局
（
飯
田

市
役
所
）

常
勤
専

任
職

員
２
～
４

名
増

助
成

事
業

貸
付

事
業

30
0万

円
～

60
0万

円
の

人
件
費
増

法
律

に
基
づ
き
交

付

【
貸

付
の

場
合

】

・
基

本
的

に
は
期
限

内
に
全

額
返

済

・
実

績
報

告
に
基
づ
く
評

価
結

果
に

よ
り
、
一

部
返

済
免
除

資
金

分
配

団
体

ム
ト
ス
飯
田
市
民
フ
ァ
ン
ド

金
融

機
関

支
援

・
評

価
法

人
事
業
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
、

実
施

支
援
、
事
業
成
果

の
評

価

事
業

を
実

施
す
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

Ｓ Ｉ Ｂ 引 受 （ 資 金 ）

差
配

信
用

保
証

協
会

休
眠

預
金

指
定

活
用
団
体

S
IB
の

対
象

と
な
る
「
革

新
的

な
活

動
事

業
」

の
ケ
ー
ス

評 価 報 告

Ｓ Ｉ Ｂ 発 行

信 用 保 証
 保 証 料

審 査 結 果 や 貸 付 審 査 方 針 に 基

づ き 助 成 又 は 貸 付

返 済 （ 貸 付 の 場 合 ）

助
成

法
律
に
基
づ
き
交
付

休
眠

預
金

指
定

活
用
団
体

助
成

活
用

成
果

報
告

活
用

成
果

報
告

※
事
業
の
対
象
範
囲
が
資
金
分
配
団
体
の
受
け
持
つ
エ
リ
ア
を
越
え
る
場
合
は
、
指
定

活
用
団
体
に
お
い
て

S
IB
を
引
き
受
け
る
ス
キ
ー
ム
が
必
要
。

別
紙

2

事 業 成 果

成 功 報 酬

自
治

体
等

16



認定NPO法人育て上げネット / Copyright© All Rights Reserved

第七回休眠預金等活用審議会 「革新的手法」事例提案

何らかの有料サービスを提供している

受益者負担ができない対象者に門戸を開く

これまでリーチできなかった「ひと」や「もの」に
対してのサービス有効性を検証する

サービス有効性の実証を基にして
ファンドレイズ／政策化を推進する

就労支援サービス

受益者負担

無償利用

無償利用
＋

実費負担無償
（交通費等）

サービスを活用できなかった
個人（家族）に対するサポートを実現

【成果】

2014年10月-2017年10月

参加者：56名
就職者：52名（小売業22名）
参加者属性
・ツールが外国の若者
・シングルペアレント家庭
・児童養護施設入居者
・世帯年収350万円以下の家庭

→ 保護者が年金生活
→ 自営業で苦しい
→ 本人が単身世帯者

※就業継続率95%(過去3年）
離職3名の理由
→ 病気の再発
→ 転職活動中（2名）

工藤啓専門委員

提出資料
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①
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課
題
解
決
の
プ
ロ
セ
ス
（

N
PO

法
人
豊
島
子
ど
も

W
AK

U
W

AK
U
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

プ
レ
ー
パ

ー
ク
（

20
04

年
）

無
料

塾
（

20
11

年
）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
設

立
（

20
12

年
）

子
ど
も
食

堂
（

20
13

年
）

個
人

の
課

題
発

見
・
息
子
が
ア
レ
ル
ギ
ー

・
豊
島
区
は
公
園
や
自
然
が

少
な
い

ホ
ー
ム
ス
タ
ー
ト
（

20
16

年
）

無
料

学
習

支
援

、
夜

の
児

童
館

ピ
ア
サ

ポ
ー
ト
等

W
AK

U
W

AK
U
ホ
ー
ム
（

20
17

年
）

親
子
関
係
に
煮
詰

ま
っ
た
と
き
、
緊
急
に

あ
ず
か
っ
て
ほ
し
い
と

き
宿
泊
機
能
を
持
つ

拠
点

当
時
プ
レ
ー
パ
ー
ク
へ

遊
び
に
来
て
い
た
中
学

三
年
生
の
Ｔ
君
の
た
め

に
自
宅
を
開
放
し
て
無

料
学
習
塾
を
ス
タ
ー
ト
。

T君
を
支
援
す
る
た
め

の
10

00
円
カ
ン
パ
を

募
り

10
0人

ほ
ど
の
サ

ポ
ー
タ
ー
が
集
ま
る
。

Ｔ
君
を
支
援
す
る
過
程

で
見
え
て
き
た
孤
食
の

問
題
を
何
と
か
し
た
い
と

思
う
よ
う
に
。

居
場
所
を
創
出
し
、
待
つ
支
援
だ
け
で

な
く
、
支
援
を
届
け
た
い
。

妊
娠
、
出
産
時
か
ら
関
わ
り
た
い
。

地
域
で
「
自
然
の
中
で
子

育
て
し
た
い
」
子
育
て
仲

間
が
で
き
た
。
子
育
て
情

報
や
思
い
を
共
有
。

＜
共
有
す
る
価
値

観
＞

地
域
の
子
ど
も
を

地
域
で
見
守
り
育

て
る

＜
子
ど
も
の
つ
ぶ
や
き
を
キ
ャ
ッ
チ
し
て
、

お
せ
っ
か
い
に
な
る
プ
ロ
セ
ス
＞

①
子
ど
も
と
大
人
が
出
会
う
。
つ
な
が
る
。

②
知
っ
て
い
る
関
係
に
な
る
。

③
窮
地
に
立
っ
た
と
き
、
相
談
で
き
る
。

④
異
変
に
気
が
付
く
、
気
が
付
い
た
と
き
に

ほ
っ
と
か
な
い
。

※
こ
の
プ
ロ
セ
ス
の
繰
り
返
し
。

＜
プ
ロ
セ
ス
の
先
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
＞

お
せ
っ
か
え
る
が
増
え
る
。
地
域
の
お
と
な
が

地
域
の
子
ど
も
と
直
接
関

わ
る
環
境
が
で
き
る
。

地
域
資
源
掘
り
起
こ
し
が
進
む
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「
地
域
の
子
ど
も
を
地
域
で
見
守
り
育
て
る
」
価
値
観
の
共
有
の
プ
ロ
セ
ス
（
子
ど
も
食
堂
の
場
合
）

①
個
人
の
気
づ
き
・
活
動

②
関
係
者
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

③
関
係
者
だ
け
で
は

解
決
で
き
な
い
課
題

が
生
じ
た
時
の
対
応

④
全
国
ツ
ア
ー
・
実

行
委
員
会

⑤
全
国
ツ
ア
ー
・
推

進
委
員
会

⑥
都
道
府
県
レ
ベ
ル
、

市
町
村
レ
ベ
ル
の
地

域
の
関
係
者
会
議

⑦
他
の
地
域
か
ら
学

び
、
今
自
分
の
地
域

に
な
い
地
域
資
源
開

発
を
行
っ
て
い
く

こ
ど
も
・
福
祉
・
教

育
・
ま
ち
づ
く
り
等
多

分
野
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル

セ
ン
タ
ー
と
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
形
成
す

る
。

問
題
の
集
積
、
対

応
ケ
ー
ス
の
分
類
、

予
防

気
づ
き

地
域
の
中
で
孤
立

し
た
子
供
や
家
族

が
存
在
す
る

活
動 こ
ど
も
食
堂

課
題

自
分
た
ち
だ
け
で

は
解
決
で
き
な
い

気
づ
き

活
動

課
題

こ
ど
も
食
堂
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

地
域

の
ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー
と
の
結

び
つ
き
が
弱
い

テ
ー
マ
ご
と
に
分

か
れ
て
い
て
つ
な

が
り
が
な
い

気
づ
き

活
動

課
題

テ
ー
マ
ご
と
の
専

門
家
に
相
談

戦
略
性
が
な
い

地
域
の
中
で
こ
ど

も
食
堂
が
知
ら
れ

て
い
な
い

気
づ
き

活
動

課
題

地
域
差
が
あ
る

各
団
体
が
そ
れ
ぞ

れ
の
課
題
を
専
門

家
へ
適
宜
相
談
し
て

い
る
。
た
だ
し
、
専

門
家
同
士
は
つ
な

が
っ
て
い
な
い
。

行
政
、
社
協
を
巻
き

込
み
実
行
委
員
会
・

全
国
ツ
ア
ー
を
運
営

専
門
家
と
の
日
常

的
な
連
携
が
大
事

気
づ
き

活
動

課
題

誰
を
メ
ン
バ
ー

と
す
る
か

推
進
会
議
：
こ
ど
も
・

福
祉
・
教
育
・
ま
ち
づ

く
り
等
多
分
野
の
専

門
家
の
相
互
理
解

を
深
め
る
活
動

気
づ
き

課
題

会
議
を
開
催
す
る
た
め

の
財
源
の
確
保
。
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
財
団
な
ど
と

の
連
携

開
催
す
る
た
び
に
、
先
行

事
例
が
集
ま
っ
て
く
る

活
動

地
域
の
各
現
場

課
題

地
域
資
源
開
発
や

当
事
者
の
活
躍
を

ど
う
支
え
る
か

地
域
に
遍
在
す
る
専
門

家
同
士
が
日
常
的
に

情
報
交
換
し
、
問
題
を

発
見
し
た
ら
協
働
す
る

基
盤
を
作
る
。
（
宮
崎
、

広
島
、
高
知
な
ど
）

社
協

行
政

弁
護
士

学
校

民
生

委
員

行
政

宿
泊

施
設

フ
ー
ド

バ
ン
ク子
供

食
堂

ホ
ー
ム

ス
タ
ー
ト

学
習

支
援

プ
レ
ー

パ
ー
ク

地
域
の
子
ど
も
は

地
域
で
見
守
り
育
て
る

同
じ
取
り
組
み
を
行
う
人

た
ち
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

異
質
な
専
門
家
と
の

関
係
性
を
構
築

地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
ハ
ブ

と
な
る
人
材
と
戦
略
策
定

異
質
な
専
門
家
同
士
が

活
動
を
共
有
す
る
場

同
様
の
取
り
組
み
を

全
国
で
展
開

新
た
な
気
づ
き
を
得
て
地
域

に
欠
け
て
い
る
活
動
を
発
見

全
国
の
活
動
や
事
例

を
学
ぶ
こ
と
を
通
じ
現

場
の
担
い
手
が
成
長

し
て
い
く
。

活
動

都
道
府
県
、
市
町
村
ご

と
に
推
進
会
議
を
開
催
。

気
づ
き

課
題
の
当
事
者
が
一
歩

踏
み
出
し
活
動
の
主
体
に

子
ど
も
の
つ
ぶ
や
き
、

聞
き
、
お
せ
っ
か
い
に
な
る

プ
ロ
セ
ス
の
入
り
口

（
例
）
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指
定
活
用
団
体
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
役
割
に
つ
い
て

認
定

N
PO
法
人
フ
ロ
ー
レ
ン
ス

代
表
理
事

駒
崎
弘
樹

駒
崎
弘
樹
専
門
委
員

提
出
資
料

27



指
定
活
用
団
体
の
ス
キ
ー
ム
イ
メ
ー
ジ

28



概
要 
ミ
ッ
シ
ョ
ン

我
が
国
を
蝕
む
社
会
課
題
群
に
対
し
、
最
善
の

解
決
策
を
見
つ
け
、
育
て
、
広
げ
て
い
く
う
ね

り
を
創
る


役
割
（
１
）
資
金
提
供

（
２
）
経
営
支
援

（
３
）
評
価

29



資
金
提
供

①
助
成
：
成
果
志
向
に
立
脚
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
型
助
成

・
複
数
年
度
ベ
ー
ス

・
成
果
連
動
型
な
ど

②
投
融
資
：
民
間
資
金
の
呼
び
水
効
果
を
意
識
し
た
投
融
資
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
SI

B 
・
低
利
子
・
無
利
子
融
資

・
超
長
期
融
資
に
よ
る
擬
似
出
資

・
準
株
式
な
ど

③
そ
の
他
：
案
件
形
成
へ
の
資
金
提
供

•
案
件
発
掘
、
調
査
、
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
ス
タ
デ
ィ
や
モ
デ
ル
事
業
へ

の
機
動
的
な
資
金
提
供

30



経
営
支
援

①
資
金
分
配
団
体
の
強
化
・
育
成

•
案
件
を
自
ら
発
掘
し
、
現
場
団
体
の
能
力
形
成
の
道
筋
を
作
る
プ
ロ
デ

ュ
ー
サ
ー
型
人
材
の
輩
出
・
育
成

•
資
金
分
配
団
体
の
経
営
力
向
上
支
援
等

②
エ
コ
シ
ス
テ
ム
創
出

•
個
別
の
資
金
分
配
団
体
、
現
場
団
体
の
支
援
に
と
ど
ま
ら
ず
、
相
互
に

支
援
・
協
力
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
自
律
的
に
共
有
し
合
う
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ

く
り
（
ア
ワ
ー
ド
の
実
施
・
メ
ン
タ
ー
マ
ッ
チ
ン
グ
・
業
界
形
成
）
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評
価 ①
手
法
開
発

•
資
金
分
配
団
体
や
現
場
団
体
が
使
う
、
簡
便
で
適
切
な
評
価
手
法
の
開

発

②
実
践 •
資
金
分
配
団
体
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
評
価
・
測
定

③
環
境
づ
く
り

•
評
価
ツ
ー
ル
を
使
え
る
人
材
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
高
評
価
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
ア
ワ
ー
ド
し
、
費
用
対
効
果
の
高
い
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
社

会
に
紹
介
し
て
い
く
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指
定
活
用
団
体
・
資
金
分
配
団
体
・
現
場
団
体
の
革
新
性
と
そ
の
役
割

種
別

指
定

活
用

団
体

資
金

分
配

団
体

資 金 提 供

助
成


“
成

果
志

向
に
立

脚
し
た
助

成
”
を
前
提
と
す
る
資
金

提
供


成
果
志
向
に
立
脚
し
た
助
成
の
実
施

投
融

資


民

間
資

金
の

呼
び
水

効
果

を
意

識
し
た
投
融
資
プ
ロ

グ
ラ
ム
へ

の
資

金
提

供


民
間
資
金
の
呼
び
水
と
な
る
ス
キ
ー
ム
の
開
発

と
実
行
（
S
IB
、
準
株
式
、
チ
ャ
リ
テ
ィ
ボ
ン
ド
等

）

そ
の

他


案

件
形

成
へ

の
資

金
提

供

（
案
件
発

掘
・
調

査
・
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ
ス
タ
デ
ィ
・
モ
デ
ル

的
試

行
）


ガ
バ
ナ
ン
ス
や
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
必
要
な

事
項
を
組
み
込
ん
だ
資
金
提
供
の
実
施

（
例

：

役
員
派
遣
、
事
前
承
認
事
項
、
事
後
報
告
事

項

、
in

fo
rm

at
io

n
 r

ig
h
ts
な
ど
を
契
約
し
た
上
で
資

金
提
供
を
実
施
、
等
）

経 営 支 援

個
別

伴

走
支

援


資

金
分

配
団

体
の

強
化

・
育

成

（
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ

ー
型

人
材

の
輩

出
・
育

成
支
援
、
資
金

分
配

団
体

の
経

営
力

向
上

支
援

等
）


各
種
経
営
支
援
の
実
施

（
イ
ン
パ
ク
ト
成
長
戦
略
の
策
定
、
成
果
指
標
・
手

法
の
整
理
（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
含
む
）
、
経
営
管

理
・
組
織
運
営
体
制
作
り
、
コ
レ
ク
テ
ィ
ブ
イ
ン
パ

ク
ト
創
出
に
向
け
た
経
営
資
源
の
提
供
・
連
携

促
進
、
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
支
援
）

エ
コ
シ
ス

テ
ム
創

出


自

律
的

に
相

互
に
学

び
合

い
・
協

力
し
合
う
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
の

創
出

（
ア
ワ
ー
ド
の

実
施

・
メ
ン
タ
ー
マ
ッ
チ
ン
グ
・
業
界
形
成

）

評 価

手
法

開
発


社

会
的

イ
ン
パ

ク
ト
評

価
の

手
法

の
一
般
化
・
モ
デ

ル
化


社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
の
導
入
な
ど
、
成
果

志

向
に
立
脚
し
た
資
金
支
援
の
実
施

実
践


資

金
分

配
団

体
へ

の
評

価


現
場
団
体
へ
の
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
の
推

進
・
知
見
提
供
・
ノ
ウ
ハ
ウ
共
有

環
境

づ
く
り


評

価
人

材
の

輩
出

・
育

成


ア
ワ
ー
ド
の

実
施


ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共
有
・
模
倣
・
水
平
展

開

現
場

団
体

テ ー マ の 革 新 性


社

会
か

ら
認

知
さ
れ

て
い
な
い
・
可

視
化

さ
れ

て
い
な
い
課

題
へ

の
対

応

（
受

益
者

と
課

題
解

決
の

担
い
手

が
極

端
に
少

な
い
ケ
ー
ス
へ

の
対

応
、
等

）

ビ ジ ネ ス モ デ ル

の 革 新 性


新

た
な
発

想
に
基

づ
く
課

題
解

決
モ

デ
ル

・
収

益
モ
デ
ル

・
運

営
手

法
の

開
発

ス ケ ー ル ア ッ プ ・ ス ケ ー ル ア ウ ト に 関 す る 革 新

性

ス
ケ
ー

ル
ア
ッ

プ


試

行
さ
れ

た
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル

に
基

づ
く
事

業

拡
大

ス
ケ
ー

ル
ア
ウ

ト


試

行
さ
れ

た
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル

に
基

づ
く
他

地

域
・
他

組
織

展
開

制
度

化


政

府
施

策
と
し
て
の

制

度
化

に
向

け
た
提

案

技 術 的 革 新 性


IT
利

用
な
ど
、
従

来
に
は

な
い
技

術

的
革

新
を
伴

う
課

題
解

決
の

実
践
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指定活用団体の指定基準・手続きに際し考慮すべき点（提案） 
 

NPO 法人 ETIC. 宮城治男 

１．前提の確認 

（1）民間公益活動やソーシャルイノベーションに関する十分な知見の担保 

・ 中間的整理において、指定活用団体は単に資金管理を行うだけの存在とするのではなく、

社会の諸課題を解決するための専門性を有する組織とすべき、との見解が示されている。 

 指定活用団体が、民間公益活動の発展および社会課題解決の促進に向けたインフラと

して機能するためには、当該分野に関する高い専門性を持つ人材を配置することが必

須である。 

 指定活用団体においては、特に我が国の現場団体および資金分配団体の現状や、ソー

シャルインパクト評価を基本とする適切な評価のあり方に関する知見、科学技術・学

術分野の動向などについて、十分な知的・人的リソースを擁するよう求めるべき。 

（2）新設であることを前提とした採択基準の設定 

・ 中間的整理においても、指定活用団体は柔軟性がある新組織を前提とすることが望ましい

とされている。 

 指定活用団体は国民に対する説明責任を発揮し、適切なガバナンス体制が構築されて

いる必要がある。よって外形的な基準に照らした透明性の担保は必須である。 

 一方でしがらみのない運営、民間の柔軟性を活かした運営の実現という本来の趣旨を

体現する必要もある。 

 従って、指定活用団体に対しては、透明性やガバナンス面での体制整備は求めながら

も、事業実績や組織基盤の面で過剰な実績を要求をすることの無いよう配慮すべき。 

 

（3）「人材育成・調査研究・研修機能」を具体化する能力の担保 

・ 中間的整理においては、「人材育成・調査研究・研修機能の必要性」がうたわれている。 

 我が国においては、民間公益活動全体は未だ発展の途上にあり、支援能力を有する組

織・機構・人材は乏しい。 

 社会的課題解決に向けたインパクトある案件・革新的な案件が現場から提案されるた

めには、他の範となる複数の先行的な案件が組成され、モデルとして社会に提示され

る必要がある。 

 従って、現行で提案されているスキームを基本としながらも、指定活用団体が

自ら助成・投資・融資を実施する案件を発掘・形成し、モデル的な案件形成を積極的

に行うこと、その際に必要な情報ネットワーク、案件形成能力、伴走支援能力を有す

る布陣を指定活用団体とその周辺に育成することを期待すべき。  

宮城治男専門委員 

提出資料 
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２．採択基準に関し重視すべき点（提案） 

以上の 3 点を踏まえた上で、指定活用団体の採択においては以下の採択基準を重視することを

提案したい。 

（1）休眠預金活用推進に関する基礎的理解 

 立法過程・審議会での議論の過程で積み重ねてきた、本事業の基本的な考え方や趣旨を

十分に汲んだ組織であること 

（2）指定活用団体の持つべき機能に対する理解 

 資金供給機能を果たすことは当然のことながら、案件発掘・案件形成・伴走支援・社会

的インパクト評価などの指定活用団体の果たすべき役割について、十分な理解を有して

いること 

（3）資金分配団体との連携やキャパシティビルディングに必要な知見やノウハウ、ネット

ワーク 

 資金分配団体に関する十分な知見・ノウハウ、ネットワークを有していること。 

 資金分配団体の公募・採択・育成の全ての過程において、ソーシャルセクター内外のス

テークホルダーと連携し、必要な情報発信やキャパシティビルディングを実施できる力

量を有していること 

（4）案件組成・案件発掘能力 

 モデル的・先行的事例を創出し、休眠預金活用に際しての考え方を体現できるモデル的

事業を形成・提案できる能力を有していること 

（5）事業実施に必要な組織的基盤 

 上記を実施するに必要な組織的基盤（知的・人的リソース、ガバナンス体制等）を有し

ていること 
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